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地域住民への周知方法

（HP,広報紙など）

愛知県 扶桑町 23362 1 単
価格高騰重点支援給付金支給事業(令和５年

度国補正予算分）【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　2279世帯×70千円　　のうちR６計画分

④R５年度分の住民税非課税世帯　（2279世帯）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る R6.1 R6.7 11,410
対象世帯に対して令和6年1月までに支給

を開始する
ホームページ

愛知県 扶桑町 23362 2 単

価格高騰重点支援給付金支給事業(令和５年

度均等割世帯及び子ども加算分）、価格高騰

重点支援給付金支給事業(調整給付分）、価

格高騰重点支援給付金支給事業(新たな住民

税均等割課税・非課税世帯及び子ども加算

分）【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　625世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯

349世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　207世帯×100千円、子

ども加算　390人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　11604人

(272330千円）　　のうちR６計画分

事務費　26689千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人

件費　その他　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（1181世帯）、定額減税を補足する給付の対象

者数（11604人）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る R6.3 R6.12 351,119
対象世帯に対して令和6年3月までに支給

を開始する
ホームページ等

愛知県 扶桑町 23362 6 単 No2事業（事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③事務費　921千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人

件費　その他　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（1159世帯）、定額減税を補足する給付の対象

者数（11167人）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る R6.3 R6.12 921
対象世帯に対して令和6年3月までに支給

を開始する
ホームページ等

愛知県 扶桑町 23362 7 単
価格高騰重点支援給付金支給事業(令和6年度

補正予算分)

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　2400世帯×30千円、子ども加算　232人×

20千円　　のうちR６計画分

事務費　6155千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　と

して支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（2400世帯）

Ⅱ．物価高の克服 R7.2 R7.3 82,795
対象世帯に対して令和7年2月までに支給

を開始する
ホームページ

愛知県 扶桑町 23362 11 単 保育所利用者負担額（給食費）補助事業

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける保育所利用世帯の負担を軽減

するため令和6年11月～令和7年3月の給食費全額を補助する。

②保育所主食費等徴収金（令和6年11月～令和7年3月分）

③平日主食費分1,770千円（800円*565人*5か月*0.783（免除者等））、土曜主食

費分21千円（40円*25人*21日）、平日副食費分9,644千円（4,360円*565人*5か月

*0.783（免除者等））、土曜主食費分53千円（100円*25人*21日）

④町内の保育所利用世帯

Ⅱ．物価高の克服 R6.11 R7.3 11,488 対象者１００％を目標に補助する。 HP

愛知県 扶桑町 23362 12 単 小中学校利用者負担額（給食費）補助事業

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける小中学校の保護者の負担を軽

減するため令和6年11月～令和7年3月の給食費全額を補助する。

②給食費徴収金（令和6年11月～令和7年3月）

③小学校分39,093千円（240円*162,888食）、中学校分21,073千円（270円

*78,046食）

④町内小中学校の保護者

Ⅱ．物価高の克服 R6.11 R7.3 60,166 対象者１００％を目標に補助する。 HP


